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平成５年（行ウ）第４号再処理事業指定処分取消請求事件 

原 告 大下由宮子 外１５７名 

被 告 原子力規制委員会 

令和 3年（行ウ）第 1号六ヶ所再処理事業所再処理事業変更許可処分取消請求事

件 

原 告 山田清彦 外１０５名 

被 告 国（処分行政庁 原子力規制委員会） 

準 備 書 面（２２１） 

 ―六ヶ所撓曲は、「確認活撓曲（伏在）」である 

 

青森地方裁判所民事部 御中 

 

２０２５年９月２６日 

 

           原告ら訴訟代理人 

弁 護 士   浅   石   紘   爾 

 

弁 護 士   海   渡   雄   一 

 

弁 護 士   伊   東   良   徳 

 

弁 護 士   中   野   宏   典 
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１．はじめに 

 

 独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター（以下「産総研」とい

う）は、令和 3(2021)年 3 月 31 日附けで、『20 万分の１地質図幅「野辺地」（第 2

版）工藤 崇ほか（以下「野辺地図幅」という）』（甲Ｄ第４８９号証）を発行し

た。「野辺地図幅」には、下北丘陵南東側に出戸西方断層、「六ヶ所撓曲＝六ヶ所

断層」が活構造として掲載されている。「六ヶ所撓曲＝六ヶ所断層」について被告

は、「野辺地図幅」は渡辺教授らの主張する「六ヶ所撓曲＝六ヶ所断層」について、

「既往知見の紹介にとどまり、産総研が六ヶ所撓曲の存在を認定したものではな

い」と主張している（「準備書面２５」、乙 E 第３５２号証）。原告らは本書面にお

いて、産総研が作成発行する「図幅」について被告らが持つ大きな認識の誤りと、

「野辺地図幅」の内容の理解不足について指摘し、「六ヶ所撓曲＝六ヶ所断層」の

存在を産総研として確認し、「野辺地図幅」を発行していることを改めて明らかに

する。 

 

２． 20万分の１地質図幅「野辺地」 

 

 20 万分の１地質図幅「野辺地」（以下「野辺地図幅」、甲Ｄ第４８９号証）の

解説面では六ヶ所撓曲について、「７．活構造」として下記のように記載されて

いる。 
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 以下に第１図を示す。 

 

 

六ヶ所撓曲について「野辺地図幅」では 

 

 

と記されている。これは、渡辺教授らの指摘を、全面的に採用している。 

野辺地図幅のこれらの記載の内容をさらに正確に確認するため、例示されている

凡例を確認する。 
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六ヶ所撓曲は、赤紫色点線で「確認活撓曲、伏在」で示されている。 

「野辺地図幅」では、渡辺教授が指摘している六ヶ所撓曲の形状をそのまま示し

ており、長さ等もほぼ指摘どおりである。 

 さらに「確認活撓曲、伏在」の定義を確認するため、本図幅の表示仕様を確認

したところ、下記のように示されている。 

 

 

 

「野辺地図幅」の表示は、「JIS A 0204:2019」に基づいていることが明示されて

いる。 

 

３．JISにおける A 0204 制定・改正の経過 

 

 JIS （Japanese Industrial Standards：日本産業規格）は、産業標準化法（JIS

法）に基づく国家規格であり、製品、データ、サービスなどの種類や品質・性能、

それらを確認する試験方法や評価方法などを定めている。この中の「A 0204 地質

図—記号、色、模様、用語および凡例表示」（甲Ｄ第 518 号証）は、地質図で使用
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される記号、色、模様、用語および凡例について規定している。 

 地質図に関する JIS（日本産業規格）の制定・改正の経過等について、「地質図

に関する JIS（日本産業規格）：JIS A 0204 と JIS A 0205 の改正について」『日

本地質学会 News Vol.25 No.3 March 2022,pp12-13』（甲Ｄ第 519 号証）を示す。 

 

 

 

 

（甲Ｄ第 519 号証） 

 

  上記のように、「JIS A 0204 地質図—記号、色、模様、用語および凡例表示」

は、2002 年、規格準拠する地質図内での用語の統一や記号の統一など、品質の保
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証と信頼度の向上を目指し ISO との整合性を検討しながら、地質図に関する JIS

（日本工業規格）として制定された。2012 年には、断層・地層境界などの存在確

実度および位置正確度を表現する記号を導入する改正が実施され、2019 年 JIS が

日本産業規格に変更された時点でも改正が行われ、現在施行中の規格を示すもの

である。 

 「JIS A 0204」の制定によって、「地質図を作成する側と利用する側が同じル

ール（言葉）に基づいて地質図の理解が図れるようになった」のである。これは、

「JIS A 0204:2019」に準拠する地質図に記載された記号、色、模様、用語および

凡例表示について、作成する側、例えば国土地理院、産総研も、利用する側の市

民・社会も、その定義に正確に即した理解・解釈によって、地質図の内容が十分

に理解され活用されることを意味するものであることは論を俟たないであろう。 

 

４．JIS A 0204:2019 

 

 「JIS A 0204:2019」を示し、地質図における記号、色、模様、用語および凡例

表示の用語の定義、記号について、特に撓曲に関連するものを確認する。 

 

 [１ 適用範囲]では、この規格に準拠する地質図の適用範囲が示されている。

異なる様々な作成者、利用者、場所、出力形式の間でも、地質図の記号、色、模

様、用語及び凡例表示に関するデータの管理方法（定義、記述、表記及び表示法

を含む。）について規定することによって、共通の理解を図ることを示している。 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp775） 
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[3 用語及び定義] 

 

[3.1 地質図]で、地質学的属性を示した図を地質図と呼ぶことが定義されてい

る。 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp776） 

 

[3.5 存在確実度]では、断層、地層境界などの存在確実度（存在の確さ）の定義

である。存在確実度は位置正確度を問わない場合には“確認”と“推定”に区分、

存在確実度と位置正確度と合わせて考える場合は、“確実”と“不確実”に区分さ

れる。“確認”と“確実”は同義とされ、断層等の存在することが確かである場合

に使用する形容的表現とされている。しかし、基準が異なる区分体系であること

が読み取れるように、異なる表記とすることが規定されている。 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp776） 

[3.6 位置正確度]は、断層や地層境界などの位置の正確を示す尺度について定
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義している。ここでは位置正確度を  

“位置正確” ：露頭などで連続的に確認でき、連続性においてある範囲でその位

置を限定できる場合。 

“位置ほぼ正確”及び“位置推定” : 位置正確より 

“位置伏在”は、断層などの位置が、投影面に露出していない場合。としている。 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp777） 

 

[3.7 伏在]では、断層などが基準面に露出しない状態を示す、とされている。 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp777） 

 

[4 地図に用いる記号群]は、使用する記号群地層、岩体、模様、色、地質学的属

性を示す記号等について、規格が列記されている。 

 

[4.4.2 地質学的の種類を表す記号]では、地質学的属性の種類を表す主な記号の

表示方法と用いられる主な記号表 23 が示されている。 
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（甲Ｄ第 519 号証 pp782-783） 

 

[6 規格番号の表示]は、地質図には基づく規格番号の記載が可能で、その場合は

規格番号と発行年を凡例の近くに表示することが規定されている。 

 

 

（甲Ｄ第 519 号証 pp790） 

 

[表 23—地質学的属性を表現する主な記号]は、100 ページ以上におよぶため、「野

辺地図幅」に示されている「六ヶ所活とう曲（撓曲）、伏在」のぺージを示す。 

（甲Ｄ第 519 号証 pp873） 
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 「野辺地図幅」の凡例で示された「確認活撓曲、伏在」は、下記のように規定

され、使用されているのである。 

 

 表示項目：活とう曲（撓曲） 

      活とう曲 

      存在確実度特定・位置正確度不特定 

      確認活とう曲（撓曲）、伏在 

 記号   （最上位の記号を使用している） 
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 描画使用 確認とう曲（撓曲）、伏在（存在確実度特定、位置正確度不    

      特定）と同じ形状。ただし、色を違える。 

   色  赤紫など（断層と区別できるような色を用いる。） 

  注記  活とう曲（撓曲）の存在が確認できるものの、ほかの地層、    

      岩体などに覆われ、活とう曲（撓曲）が地表面など特定の基    

      準面に露出しない場合に用いる。  

      位置正確度は特定しない。六つの記号のうち、いずれかを選 

      択できる。   

 

 以上のように、渡辺教授らが存在を指摘する「六ヶ所撓曲＝六ヶ所断層」は、

産総研の「20 万分の１図幅「野辺地」に正確に掲載されている。凡例から読み取

ると、「野辺地図幅」における「六ヶ所撓曲は、活とう曲が存在することが確かで、

位置は伏在である」として図示されている。すなわち、六ヶ所撓曲は確実な活構

造として紹介されているのである。 

 

５．おわりに 

  原告らは、「野辺地図幅」に掲載されている「六ヶ所撓曲」について、凡例（JIS-

A-0204:2019、地質図—記号、色、模様、用語及び凡例表示）に遡り、示されてい

る記号、形状に関する用語等を精査し、「確認活とう曲（撓曲）、伏在」として示

されていることを確認した。「野辺地図幅」の作成者の産総研が、六ヶ所撓曲を「確

認活とう曲（撓曲）、伏在」と認定し、活とう曲の存在が確実であるとして、「確

認活とう曲（撓曲）、伏在」を示す記号を使用し、「野辺地図幅」に掲げている。

これは、渡辺教授らの調査・研究によりその存在が明らかになった「六ヶ所撓曲

＝六ヶ所断層」が、活断層学会等の各学会、専門家、識者だけでなく、産総研な

どの専門機関からも「新知見」として認定されたことの証左である。同時に本件

事業変更許可申請審査において、被告らが「六ヶ所撓曲＝六ヶ所断層」を活構造
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として認定できなかったことは、規制基準適合性審査に看過しがたい過誤、欠落

があることを意味するものである。 

 

 原告らをはじめ日本社会全体が、産総研の作成・発行した「図幅類」に全幅の

信頼を寄せ、利用している事実は大変重い。もし、産総研が「活構造と思わない

が、六ヶ所撓曲を確認活撓曲として紹介した」（既往知見の紹介）という見解があ

るならば、今日まで産総研が作成してきた図幅類すべての信頼性が一挙に失われ

る事態となることは確実である。 

 よって、被告の主張は失当と言わざるを得ない。 

 


